
２．企業集団の状況 

   最近の有価証券報告書（平成27年6月26日提出）における「事業の内容（事業系統図）」

及び「関係会社の状況」から重要な変更がないため開示を省略します。 

    

なお、不動産事業の強化を図るため、平成28年4月1日に不動産事業関連会社６社（関

電不動産株式会社、ＭＩＤ都市開発株式会社、ＭＩＤファシリティマネジメント株式

会社、関電ビルマネジメント株式会社、アーバンサービス株式会社、ＭＩＤプロパテ

ィマネジメント株式会社）を、「開発」、「ビル管理」、「マンション管理」、「ビル運営」

といった機能別の４社（関電不動産開発株式会社、関電ファシリティーズ株式会社、

関電コミュニティ株式会社、関電プロパティーズ株式会社）に再編しました。 
 

３．経営方針 

（１）会社の経営の基本方針 

当社は、「お客さまと社会のお役に立ち続ける」ことを創業以来の使命として、お

客さまの立場に立った経営を推進してまいりました。 
   こうした中、本年 4 月に電力の小売全面自由化が実施されるなど、電気事業を取り

巻く環境が大きく変化する一方で、来年にはガスの小売全面自由化が予定されるなど

事業機会は拡大しています。 
この変化に積極的に対応し、長期にわたり持続的に成長していくため、今後の当社

グループのあり方を示す「経営理念」、「関西電力グループビジョン」を本年 3 月に

策定しました。 
「経営理念」では、｢安全最優先｣、｢社会的責任の全う｣を経営の基軸と位置づけ、

「お客さまと社会のお役に立ち続ける」ことが引き続き使命であると定めています。

｢関西電力グループビジョン｣では、将来のありたい姿として「信頼され、選ばれるこ

とで、国内外において成長を続けながら、エネルギー分野における日本のリーディン

グカンパニーとしての役割を果たしていく」ことを掲げています。 
新たな理念・ビジョンのもと、将来のありたい姿の実現に向けた３ヵ年の具体的実

行計画として『関西電力グループ中期経営計画 2016-2018』をとりまとめました。 
今後、エネルギー新時代における成長を目指し、収益性を最大限重視した経営を志

向するとともに、関西での電気事業という従来の事業の枠組みに捉われない事業領域

や事業エリアの拡大に取り組んでまいります。また、こうした取組みにより、総合エ

ネルギー事業だけでなくグループ事業や国際事業を含めたグループ全体での飛躍的な

成長を実現してまいります。 
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